































京都府立大学学術報告（公共政策）第 10 号　（2018 年 12 月）
公共政策　大島































BP(2017 年 ) が優れている。当事者の動機、行動にまで踏み込み、複雑な企業会計や M&A、SPC を利用
した「とばし」など、難しい内容を分かりやすく説明している。横尾宣政『野村證券・第 2 事業法人部』
講談社 (2017 年 ) も経済事件に対する検察の取り調べ、起訴の不当性を暴く重要文献である。
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を集めた。大阪のゲームセンター運営会社「アミューズメントトラスト」が、2017 年 12 月に景





号 (2003 年 ) を参照。
*4　農家と集荷業者の間のように、取引相手の顔が常に見える場合には、虚偽の情報表示は取引の継続
を阻害し、農家に重大なマイナスをもたらすため、そのようなインセンティブは働かない。
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る際に顧客に示す書類に虚偽の品質などを記す行為を「虚偽表示」として禁止している *6。また、
紛らわしい表示で誤認させた場合も「誤認惹起」に当たるとする。これらの禁止に違反した場合



















クリアしているかどうかを確かめることができないのが普通である。JIS や JAS などのマークが
*6　不正競争防止法 2 条 1 項 14 号、21 条 2 項 1 号。
*7　同法 22 条 1 項 3 号。
*8　消費者庁は、2018 年 9 月に企業が自社の内部通報制度を自己評価して登録する認証制度「内部通報
制度認証」(WCMS 認証 ) を新設する。19 年度以降には第 3 者が審査する制度を設ける。審査機関や登
録機関は非営利法人などから公募で選ぶ。審査基準として、16 年 12 月に消費者庁が公表した内部通報
制度の指針に基づく 44 項目を適用する。日本経済新聞 2018 年 7 月 2 日「リーガルの窓」。
*9　取引相手の不正を告発することも、その後の経営を破綻させる可能性がある。西宮冷蔵は、2001 年
10 月末に雪印食品の幹部から輸入肉を国産肉に偽装することに荷担を求められ、その後、思い切って告
発した。しかし、その結果は悲惨のものとなった。西宮冷蔵は 1937 年に創業した。1992 年に本社を移
転したときに多額の投資を行ったうえ、95 年の阪神淡路大震災にも影響され負債を抱えていた。2002 年
4 月には大口取引先の雪印食品が解散し、負債は 13 億円に達し、2002 年 11 月にいったん廃業した。そ
の後、息子が受け継いで立ち直りかけたが、2018 年に入って再び破綻した。2002 年には国土交通省から






















　なお、品質基準を満たしていないケースについては、以下の 3 つを区別する必要がある。第 1
は、相手方が了解している場合、いわゆる「トクサイ」のケースの多くである。第 2 は、その業
界では多くの企業で常態化していた可能性が強い場合である。自動車の排気ガスにおける CO2





























　食品の場合で見ると、2009 年 5 月 12 日に不正競争防止法違反が確定した中国産ウナギの産地














































陣と現場との「断絶」が加わった。17 年 10 月に神戸製鋼所の経営陣は社内調査に不正の事実を
申告しなかった現場の対応を「妨害行為」と記し、隠蔽に関わったとされる工場現場の被用者を
強く避難した。しかし、監視すべき経営陣の落ち度はどうなるのか。








激化する中でやむを得ない流れだったと振り返る者もいる。こうして QC や TQM が経営の重要
*11　日本経済新聞 2018 年 3 月 13 日、「きしむ日本の品質・上」。
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場（横須賀市）は 2 ラインあるうちの 1 ラインは生産を停止している。工場存続のために懸命に
コストを削り、2016 年に他の工場から新車生産を勝ち取った。しかし、工場の稼働が限界に近
づき、検査員が不足する。それを取り繕うために不正検査に手を染めたというのだ。17 年 11 月
に出された日産の調査報告書では「人出不足に特段の配慮がなかった」と指摘されている。こう
なると、能力を超える生産目標を押しつけ、しかも現場からの声に十分耳を傾けない経営陣の責





















*12　日本経済新聞 2018 年 3 月 26 日 ( 植松正史執筆 )。
企業における技術情報の管理
公共政策　大島
− 49 −− 48 −
れがある。日本の第 3 者委員会の報告とはレベルが異なる。






おける第 3 者委員会ガイドライン」を使っている。これには、第 3 者委員会の報告書を作成する
際に盛り込むべき項目などが記されている。日経新聞によると、「弁護士秘匿特権への影響があ
まり考慮されていない」との懸念がある。









　なお、第 3 者委員会にも問題がある。中には名ばかりで客観性を欠くものも少なくない。第 3
者委員会などの報告書を評価する弁護士等のグループがある。18 年 4 月、この第 3 者委員会報
告書格付け委員会が開いた記者会見で神戸製鋼所の調査報告書が厳しく批判された。問題発生の
背景分析や再発防止策が不十分と評価し、9 人中 6 人が不合格とした。
　格付け委員会の活動開始は 2014 年 4 月で、弁護士や大学教授ら計 9 人で構成され、久保利英
明弁護士が委員長を務める。過去 16 件の調査対象のうち、複数委員が不合格としたのが 9 件ある。







*14　日本経済新聞 2018 年 5 月 28 日、江藤俊也執筆。
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*15　Armen A. Alchian and Harold Demsetz, "Production, Information Costs and Economic 
Organization", American Economic Review Vol.62 No.5, Dec.1972  pp.777-795.
*16　R.H.Coase,"The Nature of the Firm," Economica,No.V.1937,4 386-405. 拙稿「法の経済分析について」
『法の科学』19 号（1991 年）202 頁以下に紹介してある。
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*17　Alchian and Demsetz, op.cit.780-781.
*18　2018 年 5 月 6 日に行われた日本大学対関西学院大学のアメリカン・フットボールの試合で、日大の
守備ラインの選手が関学の QB の選手にあくどい反則をして負傷退場に追い込んだ。日大の選手は「監
督からの潰せという指示があった」と発言したが、内田正人監督は「私の指示ではない」と語った。6
月 26 日、関東学生アメリカン・フットボール連盟は臨時総会を開き内田監督 ( すでに解任 ) と井上奨コー
チ ( 同 ) に対し除名処分を決定した。
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『比較制度分析序説』講談社学術文庫 (2008 年 )127 頁以下。
*22　ポール・ミルグラム＋ジョン・ロバーツ『組織の経済学』NTT 出版 (1997 年 )26 頁以下。












































































































*29　その典型が労働基準法 15 条の労働条件の明示で、省令で書面の交付が要求されているが、約 69%
の企業が守っていない。
*30　法による規制がなければ労働者がどのような状態におかれるかについては、マルクス『資本論』第
















る可能性（リスク）が a% で、課徴金を p、信用回復の費用を c として、追加的費用を回避して
得られる毎年の平均利潤が r であれば、
　　　　 r ＞（p ＋ c）× a%　　であれば、企業には不正を継続する誘因が強い *31。
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第2部　現代の技術情報の不正





　燃費の不正表示では、2012 年 11 月に韓国の現代自動車グループによる燃費性能の誇大表示が
アメリカ環境保護局（EPA）の指摘で発覚し、2013 年に消費者等と最大 3 億 9500 万ドルの支払
いで和解していた。
1　フォルクスワーゲン（VW）の排気ガスと燃費の不正
　2015 年 9 月 18 日、アメリカ環境保護局（EPA）は、フォルクスワーゲン（以下では VW と
呼ぶ）のディーゼル車で排気ガス試験の時だけ排気ガス量を減らす違法なソフトウエアが使われ
ていたと発表した。EPA によると、不正対象車が実際に走行した時の、窒素酸化物（NOX）の
量は基準値の 10 〜 40 倍にのぼるという。EPA は、VW に対象車となる 48 万 2000 台のリコー
ルを命じた。
　VW は欧州市場でシェア 25% の最大手である。中国市場でも先駆けて進出して急成長し、過
去 10 年間で販売台数を倍増させた。2014 年に販売台数を 1000 万台に乗せてトヨタに迫り、15
年 1 〜 6 月は 504 万台と上半期で初めて首位に立った。
　VW によると、ディーゼルエンジン「EA189」を搭載した VW グループの車両で、試験結果
と実際の走行時の窒素酸化物（NOX）など排気ガスのデータが異なった。不正は 2006 年から
2015 年まで続き、このエンジンを搭載した車両は世界で約 1100 万台販売されていた。「ゴルフ」
やアウディの「A3」などである。EU の最新の排気ガス規制「ユーロ 6」の対応車種では不正は
なかったという*1。しかし、その後の調査で欧州でも不正が行われていたことが判明する。
　VW の不正を発見したのはアメリカのウエストバージニア大学であった。2014 年 5 月の同大
学の報告書によると、同大学のダニエル・カーダー所長らは VW のパサート、ジェッタ、BMW
の X5 の 3 車種で走行実験を行い排気ガスを測定した。X5 は基準内にほぼ収まったのに対し、
VW の 2 車種はそれぞれ最大 35 倍、最大 20 倍の NOX が排出されていた。不審に思った同大学
が EPA に連絡し、不正ソフトの存在が判明した。
　ディーゼル車はガソリン車より低燃費だが NOX や粒子状物質（PM）などの大気汚染原因物
*1　日本経済新聞 2015 年 9 月 23 日。
京都府立大学学術報告（公共政策）第 10 号
公共政策　大島






　ドイツのドブリント運輸相は 9 月 25 日、VW の不正車両はドイツ国内だけで 280 万台に上る
と述べた。VW の長期に渡る深刻な不正は、その特殊なガバナンスにあると指摘する声もある。
VW の基礎はフェルディナント・ポルシェが築いたが、現在も彼に連なるピエヒ家とポルシェ家






　2015 年 9 月 28 日、ドイツの検察は VW に対する捜査の開始を発表した。ドイツの通信社は、





環境規制 Tier2Bin5 を 2009 年から導入すると発表した。1km 当たりの NOX の排出量は 0.044g






う。勝ち残りへ大手がこぞって 1000 万台を目指す中、VW にとって世界一の座とアメリカ市場
の攻略は失敗が許されない戦いとなっていく。
　VW は 2014 年に 1000 万台を達成するが、急激な成長が規模のメリットを生む半面で内部統制
のゆるみを招いたとする。VW が不正なソフトウエアの使用を決めたのが 2005 〜 06 年とされて
いるので、事実としては、そのころからおかしくなったものと思われる。トップダウンによる目
*2　日本経済新聞 2015 年 9 月 25 日。
*3　日本経済新聞 2015 年 9 月 26 日。第 3 位の株主はカタール政府系ファンドで 17.0% を保有している。
いずれも議決権ベースで 2015 年 12 月末時点。
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標達成の圧力が不正の温床を作り出したのであろう。
　このころ、同じように 1000 万台を目指していたゼネラル・モーターズ（GM）とトヨタにも
試練が訪れた。GM は放漫経営で 2009 年に経営が破綻し、トヨタも 2010 年にかけて北米で大規
模なリコールを起こした。VW のような悪質な事件ではなかったが、トヨタがアメリカのリコー
ルで支払った対価は和解金も含めて約 30 億ドルと推定されている *4。






グループの全体も統括していた。なお、2013 年には EU 系の研究グループが乗用車で使われて
いる違法ソフトの存在を指摘し、試験の見直しを提言したにもかかわらず、VW は無視した。
　9 月 30 日には不正対象車が、ドイツの 280 万台に加えて、イギリスで 119 万台、フランスで
98 万 4000 台にのぼることが判明した。
　11 月 3 日、VW は約 80 万台で新たに 2 酸化炭素（CO2）の排出量データを少なく見せる不
正行為があったと発表した。ドイツ政府は、そのうち 9 万 8000 台がガソリン車だと明らかにし
た *5。
　CO2 の排出量でも VW の不正が判明したことは、地球温暖化対策を主導してきた EU の環境
政策にも影響を与える。EU は欧州市場で販売される新車の CO2 の排出量を「21 年までに 1km
当たり平均で 95g 以下に削減」という世界で最も厳しい基準を設けている。
　EPA は 11 月 20 日、排気量 3 リットル・クラスでも、問題のソフトを使用していたディーゼ
ルエンジンを搭載した車両が合計で 8 万 5000 台に上ることを明らかにした。「アウディ」や「ポ
ルシェ」も含まれている。これとは別に、排気量 2 リットルのディーゼルエンジンを積んだ不正
ソフト搭載車両は全米で約 48 万 2000 台に上る。このクラスは補償の対象となっている *6。
　VW は 11 月 25 日、ドイツ連邦自動車局（KBA）から、排気ガス不正があったディーゼル車
のリコール計画の認可を得たと発表した。対象の 3 種類のエンジンのうち排気量 1.6 リットルは
ソフトウエア更新に加え部品も交換し、EU 域内は同じ対応となる。対象は 300 万台で、VW は
2016 年中に終える予定とした。対象のエンジンは EA189 で、VW グループ全体ではドイツ国内
の 240 万台、EU 全体で 850 万台がリコールになる。
　2 リットルエンジンはソフトの更新だけである。残った 1.2 リットルエンジンもまもなく認可
が下り、ソフト更新だけになる見通しだった。
*4　日本経済新聞 2015 年 10 月 1 日。
*5　日本経済新聞 2015 年 11 月 5 日。
*6　日本経済新聞 2015 年 11 月 21 日夕刊。
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　同じく 11 月 25 日、アメリカ・カリフォルニア州大気資源局（CARB）は、VW に対し、新た
に排気量 3 リットルのディーゼル車について「ソフトウエア使用で違法があった」としてリコー
ルを命じた。
　11 月 26 日、韓国環境省は VW のディーゼル車 6 車種を検査した結果、多目的スポーツ車「テ
ィグアン」で不正を確認したと発表した。同じエンジンを使う 15 車種 12 万 5522 台のリコール
と新たな販売の禁止を VW に命じた。








　VW の販売の落ち込みはアメリカでは大きく、11 月の新車販売では前年同月比で 24.7% 減と
なった。イギリスでも 2 割の落ち込みとなった。欧州大陸ではそれほどではなく、ドイツが 2% 減、
フランスで 1.2% 増であった。一方中国では、11 月の新車販売は、VW の中国合弁 2 社の単純合
算の販売台数で 30.7% も増加した。市場平均は 20% 増であるからかなり大きい。政府が打ち出
した小型車減税が、この分野に強い VW の追い風となり、値引きも効果があった。中国事業が
VW の経営を支えている *7。
　2016 年 1 月 4 日、アメリカ司法省は、アメリカ国内で排気ガス規制を違法に逃れていたとし
て VW を民事提訴した。VW ブランドやアウディなど約 60 万台のディーゼル車が対象で、1 台
当たり最大で 3 万 7500 ドルの制裁金を求めた。単純計算では制裁金の総額は 2 兆円を超える。
司法省は EPA を代理して VW をミシガン州の東部連邦地裁に訴えた *8。
　1 月 12 日、カリフォルニア州大気資源局（CARB）が VW のリコール計画を却下した。
　VW に対する集団訴訟の手続も 2 月 25 日に始まった。全米約 50 万人の原告を代表して 183 人
の車の保有者が原告団となり、金銭面などの損失補填を要求している。VW への民事訴訟はもと
は 500 件以上あったが、数が多すぎるためカリフォルニア州の地裁で一括して取り扱うことにし、
25 日に 1 回目の公聴会が開かれた。訴えは RICO 法という域外適用で組織犯罪を取り締まる法
律などを根拠にしている *9。
　3 月に入って、アメリカ連邦取引委員会（FTC）が VW を虚偽広告で提訴した。
　ドイツ運輸当局は、4 月 22 日、VW の排気ガス不正問題を受けて実施していた国内外メーカ
*7　日本経済新聞 2015 年 12 月 11 日。
*8　日本経済新聞 2016 年 1 月 5 日夕刊。
*9　日本経済新聞 2016 年 2 月 27 日。
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　運輸省の下部組織である連邦自動車局（KBA）が VW の不正発覚を受けて 2015 年 9 月から、





　6 月 28 日、VW とアメリカ当局（司法省、CARB など）は VW が総額 147 億ドルを支払うこ
とで和解した。VW は排気量 2000cc の不正車の買い戻し費用や罰金、集団訴訟の和解金などに
約 100 億ドルを支払う。該当する不正車は 47 万 5000 台あり、所有者には 5100 〜 1 万ドルの補
償金を支払う。さらに環境関連費用や電気自動車の普及促進などに 47 億ドル支払う *11。
　7 月 13 日、アメリカ環境当局は VW が提出していた排気量 3 リットルの排気ガス不正車のリ
コール計画を却下したと発表した。カリフォルニア州大気資源局（CARB）が VW にあてた書
簡を公表した。
　9 月 23 日、ドイツの経済紙ハンデルスブラットは、ドイツのアウディが 1999 年に排気ガス試
験を合格するために違法ソフトウエアを開発し､ 2004 年から実際に車のエンジンに搭載してい
たと報じた。VW は 2005 年にアメリカの排気ガスの基準を満たすエンジンを開発する際に、ア
ウディの技術者の助言を得た。2005 年以前からグループ内で違法ソフトが使われていた可能性
が出てきた *12。
　11 月 28 日、ロイター通信は、VW が排気ガス不正の対策として 2015 年 12 月に合意した総額
200 億ユーロのクレジットラインについて 17 年 6 月まで延長することで金融機関と合意したと
報じた。
　2017 年 1 月 11 日、VW は排気ガス不正をめぐりアメリカ政府に刑事上の罰金など総額 43 億
ドルを支払うことで合意したと発表した。併せて司法省は VW の幹部ら 6 人を起訴したと発表
した。これに伴い、VW は 28 億ドルの刑事上の罰金を支払う。併せてアメリカ環境当局と顧客
を欺いたことに絡み 14 億 5000 万ドルの民事上の制裁金を支払う。並行して不正車をローンやリ
ースで販売したことによる金融関連法違反で 5000 万ドルの民事制裁金を課せられた *13。
*10　日本経済新聞 2016 年 4 月 23 日夕刊。
*11　日本経済新聞 2016 年 6 月 29 日。この和解案は 10 月 25 日にカリフォルニア州の地裁から最終承認
を得た。同地裁は原告団との仲裁役である。なお、排気量 3 リットルの車については、17 年 2 月 1 日に
最大 12 億ドル支払うことで個人および当局との和解に達したと発表された。
*12　日本経済新聞 2016 年 9 月 24 日。
*13　日本経済新聞 2017 年 1 月 12 日夕刊。
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2　VW以外でも不正が行われていた。
　 2017 年 1 月 12 日、アメリカ環境保護局（EPA）はフィアット・クライスラー・オートモー
ビルズ（FCA）の一部ディーゼル車が法定基準を超える排気ガスを出していた恐れがあると発
表した。FCA の 2016 年のアメリカ販売シェアは 12.6% とトヨタに次いで 4 位である。5 月に入
って司法省は FCA を連邦地裁に提訴した。
　1 月 13 日フランスの検察当局が、ルノーがディーゼル車の排気ガスに含まれる汚染物質の量
を不正に操作していた可能性があるとして捜査を始めた。
　5 月にはダイムラーが排気ガス不正の疑いでシュツットガルト検察当局から家宅捜索を受けて
いると発表した。7 月 12 日には、南ドイツ新聞が、ダイムラーが 100 万台以上のディーゼル自
動車で違法な排気ガスの操作をしていた疑いがあると報じた。18 日、ダイムラーは欧州でディ
ーゼル車 300 万台以上を無償で修理すると発表した。ここ数年で発売したほぼすべての「メルセ




　7 月 10 日、オランダの検察当局は、スズキが排気ガス規制を逃れるために違法なソフトウエ
アを搭載していた疑いがあるとして調査すると発表した。多目的スポーツ車「ビターラ」が対
象で FCA の「ジープ・グランドチェロキー」も同様の疑いで調べる。オランダ陸運局によると
欧州で 4 万 2000 台のビターラが販売された。スズキはこれらをハンガリーで製造している。ガ
ソリンエンジンは日本で製造したものを使用、ディーゼルエンジンは FCA から供給を受けてい
る *15。
　7 月 21 日、アウディはディーゼル車 85 万台を無償で修理すると発表した。V 型 6 気筒や 8 気
筒のエンジンを搭載する A6 や A7 などの中大型車が中心で北米を除く全世界が対象となる。日
本ではディーゼル車は販売されていない。
　ドイツのシュピーゲル誌は 21 日、VW などドイツの自動車大手 5 社が 1990 年代からカルテル
を結んでいたと報じた。対象は技術や部品調達など広範囲に及び、ディーゼル車の排気ガス関連
も含まれている。カルテル行為が、VW に続きダイムラーなどでも疑われる排気ガス不正の背景
となった可能性がある。カルテルに加わったとされるのは VW や BMW、ダイムラー、アウディ、
ポルシェの計 5 社である。90 年代から 60 回以上会合を重ねているという。カルテルが疑われて
いる対象は部品メーカーの選定や購入価格の決定、技術の仕様など多岐にわたる。ディーゼル車
の排気ガスを浄化するための尿素タンクの価格を抑えるために容量の小さいものを採用すること
*14　日本経済新聞 2017 年 7 月 19 日夕刊。
*15　日本経済新聞 2017 年 7 月 11 日夕刊。
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で合意した。後に排気ガス不正につながったとしている *16。




ツの乗用新車販売に占めるディーゼル車の比率は約 4 割である。自動車産業における約 80 万人
の関連雇用を支えている *17。
　2017 年 11 月に、VW は NOX とは別に燃費でも 80 万台規模で不正があると公表した。翌 12
月には、調査の結果、問題があったのは 3 万 6000 台だったと公表した。しかし、ドイツの検察
当局は VW の発表を信用しなかった。
　ミュンヘンの検察当局は 2018 年 2 月 6 日、VW 子会社アウディの関係先を詐欺容疑で家宅捜




　2018 年 3 月初め、VW 本社を管轄に持つドイツ北部のブラウンシュバイク市の検察当局は本
社など 13 カ所を捜索し、資料を押収した。15 年 11,12 月の燃費について公表した内容が株価の
不正な操作にあたる可能性があるという *19。
　2018 年 3 月 14 日には、当時社長だったマルティン・ヴィンターコーンがアメリカで共謀など
の罪で起訴された *20。
　6 月 11 日、ドイツ政府はダイムラー・ベンツに対して「メルセデス・ベンツ」のディーゼル
車 3 車種のリコールを命じた。排気ガスを不正に操作する装置を搭載しているのが理由で、ドイ
ツ国内での対象は 23 万 8000 台だが、欧州全体では 77 万 4000 台となる。リコールと引き替えに
約 5000 億円とも報じられた罰金は免れる *21。
　6 月 13 日、VW はブラウンシュバイク検察から 10 億ユーロの罰金を科されことを発表した。
VW は 2017 年にアメリカで罪を認めている。
　6 月 18 日、ミュンヘンの検察はアウディのルペルト・シュタートラー社長を逮捕した。証拠
の隠滅を防ぐためとしている *22。
　ドイツの連邦行政裁判所は 2018 年 2 月 27 日、環境を改善するため、自治体がディーゼル車の
*16　日本経済新聞 2017 年 7 月 22 日。
*17　日本経済新聞 2017 年 8 月 3 日夕刊。
*18　日本経済新聞 2018 年 2 月 7 日。
*19　日本経済新聞 2018 年 3 月 21 日。
*20　日本経済新聞 2018 年 5 月 5 日。
*21　日本経済新聞 2018 年 6 月 12 日夕刊。
*22　日本経済新聞 2018 年 6 月 19 日。
京都府立大学学術報告（公共政策）第 10 号
公共政策　大島






2017 年 7 月のシュツットガルト市での 1 審判決では、NOX などを多く排出するディーゼル車の
市街地乗り入れ禁止は有効とされた。そこで自治体側が控訴していた。
　判決では、走行禁止措置を導入する場合でも、利用者の不利益とのバランスを考慮すべきとし
た。例えばシュツットガルトの場合まず対象となるのは、2009 年ごろまでに発売された 2 世代
前の排気ガス規制「ユーロ 4」までとし、1 世代前の「ユーロ 5」への規制は 19 年 9 月まで認め
ないとした *23。
3　日本の自動車メーカーのリコール隠しと燃費データの改ざん
　1997 年に富士重工（現 SUBARU）がリコール隠しを行い、三菱自動車も 2000 年と 2004 年に
大規模なリコール隠しが発覚して顧客の信用を失い、国内での販売が大きく落ち込んだ。90 年










5 〜 10% 悪くなる可能性がある。eK ワゴンの場合、販売中の車の燃費性能はガソリン 1 リット
ル当たり 30.4km と公表していたので、3km ほど水増ししていたことによる。担当部署の当時の
部長が「自分が指示した」と話している。相川哲郎社長は、4 月 13 日に不正を知ったとのことで、
18 日に日産に報告した *24。
　三菱自動車は 2000 年と 2004 年の大規模なリコール隠しの発覚で経営破綻の寸前にまで追い込
まれた。その後、三菱重工業、三菱商事、三菱 UFJ 銀行が、三菱自動車の優先株を引き受けるなど、
資金面での支援を続けながらリストラを後押ししてきた。
*23　日本経済新聞 2018 年 2 月 28 日。
*24　日本経済新聞 2016 年 4 月 21 日。
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　海外では 2012 年に欧州で生産拠点の閉鎖を決め、2015 年にはアメリカのイリノイ工場を売却
し、東南アジアやロシアに絞り込んだ。国内は SUV と軽に特化した。トヨタの 1/10 以下の年
間 500 億円程度の開発費でスズキやダイハツ工業にどうやって対抗するのか。そこで決断したの
が 2011 年の日産との提携だった。
　ダイハツは軽で初めて 1 リットル当たり 30km を超える燃費性能をもつ「ミライース」の開発
を終えていた。三菱自動車が日産と軽の共同出資会社設立を発表した 2011 年末時点で、業界で
は燃費 30km が軽開発のターゲットになっていた。こうした状況の中で「ミライース」から 2 年
近く遅れて発売されたのが「eK ワゴン」だった。三菱自動車の約 10 万台の国内販売のうち約 6
割を占める軽自動車の主力車の燃費性能が水増しされていた。
　三菱 3 社に引き受けてもらった優先株の消却も終わり、2015 年 3 月期には過去最高の 1181 億
円の純利益をあげた。その直後に今回の不正が発覚した *25。
　三菱自動車は 4 月 26 日、社内調査を国土交通省に説明した。問題の車両の発売前 2 年間で 5 回、
燃費目標が引き上げられていた。走行試験についても 1991 年から国の定める方法とは異なるや
り方で実施されていた *26。同日、国土交通省は三菱自動車に追加試験を命令した。
　5 月 12 日、日産が年内をめどに三菱自動車の株式の 34% を取得すると発表した。
　5 月 18 日、三菱自動車は、社員がデータ測定を請け負っていた子会社の担当者に改ざんを指
示していたと発表した *27。
（2）　スズキやGMでも不正が行われていた。
　5 月 18 日、スズキは国内で販売している自社開発の全車種で、国の規定と異なる方法で燃費
データを測定していたと発表した。27 車種 210 万台にのぼる *28。








　三菱自動車は 1978 年ごろからアメリカで採用されている高速惰行法を使い始め、91 年以降も
変えなかった。高速惰行法はニュートラルで走らせて 1 秒ごとに速度がどれだけ落ちるかを測定
*25　日本経済新聞 2016 年 4 月 24 日。
*26　日本経済新聞 2016 年 4 月 27 日、同夕刊。
*27　日本経済新聞 2016 年 5 月 19 日。
*28　日本経済新聞 2016 年 5 月 19 日。
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し抵抗値を計算する。試験時間が短くて済むとされるが、三菱自動車が使い続けた理由は明らか
ではない。




　5 月 20 日、アメリカの GM は、実際より良い燃費を表示して車を販売したとして、約 13 万
5000 人の保有者に金銭賠償すると発表した。総額は 1 億ドルと報じられた。ただし車そのもの
は EPA の排気ガス試験に通っており違法性はないもようである *29。
　6 月 3 日の日経夕刊は、スズキの法令順守意識の低さとチェック体制の機能不全を指摘してい
る。同社が道路運送車両法に基づかない燃費の測定方法を始めたのは 2010 年である。小型車「ス
イフト」でタイヤやブレーキなどの各部品の走行抵抗値を測定して積み上げる方法で欧州の認証







　6 月 17 日、三菱自動車は 2006 年以降に発売した全車種に不正があったと発表した。8 月 30 日、
国土交通省が三菱自動車の 9 車種とスズキの 26 車種の燃費値の測定結果を公表した。三菱車で
は 8 車種で燃費性能がカタログ記載値を下回っていた。スズキについては届出値を下回る車種は
なかった *30。
　9 月 15 日、国土交通省は 4 月 20 日の問題発覚後に実施した再測定で三菱自動車が不正をして
いたことについて「測定結果をかさあげしようとした意図が疑われ、常軌を逸する事態」とする
立ち入り検査の報告書を公表した。同省は、9 月 2 日に同社に立ち入り検査をした。その結果、
これまで燃費を再測定したとしていた「ミラージュ」は実際には再測定せず、2012 年に実施し
た測定結果を流用していたことが判明した。このほか、国土交通省は 4 月 28 日に正しい燃費の
測定方法として、5 回程度の測定をして、最低と最高を除いた 3 回の平均値を使うことを説明し
た。ところが、同社は燃費がよく出るデータを抽出するため約 30 回ほどの再測定を繰り返して
いた *31。
　2017 年 1 月 27 日、消費者庁は、三菱自動車がカタログなどで実際の性能より燃費が良いと不
*29　日本経済新聞 2016 年 5 月 21 日夕刊。
*30　日本経済新聞 2016 年 8 月 30 日。
*31　日本経済新聞 2016 年 9 月 16 日。
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当表示をしたのは景品表示法違反の優良誤認（4 条 1 項 1 号）にあたるとして、同社に 4 億 8507
万円の課徴金の納付などを命じた。課徴金の額は 5 車種の 16 年 4 〜 8 月の売上高の 3% とした。







　2017 年 9 月 18 日に国土交通省が日産の湘南工場を調査し、完成検査の資格を持たない従業員
が検査を実施し、検査員の印鑑を使って検査証に押印していたことが判明した。翌 19 日、日産





　国土交通省は 29 日に業務改善を指示し、日産は問題を公表し、在庫販売を停止した。10 月 2
日には西川社長が会見し、約 121 万台のリコールを表明した。
　ところが 10 月 13 日に湘南工場で依然として無資格検査が続けられていたことが発覚し、19
日には追浜など 3 工場でも無資格検査が続けられていたことが発覚した。要するに正規の検査員
の数が絶対的に足りなかった。国土交通省は調査、再発防止策の検討を指示し、日産は全 6 工
場の国内向けの出荷を停止した。日産が出荷を再開したのは 11 月 7 日以降である。12 月 22 日、
国土交通省が日産本社に立ち入り調査に入った。
　日産の無資格の従業員による自動車完成検査では、検査の書類上は有資格者が担当したように







*32　日本経済新聞 2017 年 1 月 28 日。
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　日産によると、2017 年 9 月末時点で全国に完成検査員は約 300 人、補助検査員は約 20 人いる。
完成検査員になるには実習経験と資格テスト合格が条件で約 3 ヵ月かかる。さらに完成検査員に
なっても所属工場が替わるたびに資格を取り直さなければならない *33。











　2017 年 11 月に、日産は検査員を増やすこと、生産スピードを通常の 4 〜 8 割に落として教育
を優先させるといった対策を公表した。また、形骸化していた教育も見直すとした。2018 年 3
月時点で完成検査を規格に準じて確実に実施するための対策を全て実施したとし、生産スピード
は 2018 年 1 月時点で問題発覚前の常態に戻っており、業績に大きなダメージはないとしている。












になぜ不正が始まったかは明らかにしなかった。スバルは 1968 年から 2000 年まで業務提携して
*33　日本経済新聞 2017 年 10 月 5 日。
*34　日本経済新聞 2018 年 3 月 27 日。
*35　日本経済新聞 2017 年 10 月 27 日。
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従業員は 10 月 1 日時点で 4 人とされる。吉永泰之社長は「明文化した社内規定にないことなの
で監査で指摘されなかった」と説明した。
　スバルの 2017 年 3 月期の国内販売は前期比で 1 割増の約 16 万台であった。安全運転支援シス
テム「アイサイト」に人気が集まるだけでなく、新型インプレッサが賞を取るなど評価の高い車
種を次々に投入してきた。稼働率が高まり製造現場に重い負荷がかかっていた *36。2018 年 2 月末、
吉永泰之社長は退任して会長に退いたが CEO は継続する。
　2018 年 4 月 27 日、スバルは新車の検査で燃費・排気ガスのデータの書き換えがあった問題で、

















*36　日本経済新聞 2017 年 10 月 28 日。
*37　スバルによると、検査は品質を安定させるために社内で使うデータ収集のために実施したという。
排ガスが法定の基準を逸脱しているのに書き換えてクリアしたような例はみつかっていないという。本
当だろうか。日本経済新聞 2018 年 4 月 20 日。
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　報告書では、問題の根源を 2017 年 10 月に分かった無資格者による完成車検査と「同様の問題
に由来する」と指摘した。この同様の問題とは一体、何であろうか*38。スバルの新車販売は
2017 年 11 月から前年割れを続けている。
　18 年 6 月 5 日、スバルは完成車の検査で新たな不正が見つかったと発表した。燃費・排気ガ
ス試験で測定する際の条件を満たしていないにもかかわらず、試験を有効としたような事例が
927 台で見つかった。吉永社長兼 CEO は取締役会長になり、代表権を失うとともに CEO を退任
する。CEO は中村知美新社長が引き継いだ。927 台のうち一部では試験の測定データの書き換
えも明らかになっている。当時の担当者から聞き取り調査をして台数や実態を再調査する *39。
　18 年 11 月 5 日，スバルが「2017 年末に終結した」と説明していた不正行為が 18 年 10 月まで



















*38　日本経済新聞 2018 年 4 月 28 日。
*39　日本経済新聞 2018 年 6 月 6 日。
*40　日本経済新聞 2017 年 10 月 12 日。
*41　日本経済新聞 2018 年 3 月 27 日。
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3　その他の品質偽装事件
1　東洋ゴム工業
　2007 年 11 月に、東洋ゴム工業が工場や学校向けの断熱パネルで耐火性能を偽装していたこと
が明るみに出た。さらに、2015 年 3 月には国の基準に合致しない性能不足の免震ゴムを出荷し
たことが暴露され、同年 10 月には、船舶など向けの防振ゴム製品の性能検査データの改ざんも











る。その中でも旭化成建材は多く、2015 年 11 月 24 日に過去 10 年間に 360 件のくい打ちデータ
の流用があったと発表した。同月、国土交通省は業界団体に調査を指示した。
　横浜市都筑区の傾斜マンションの管理組合は 2016 年 9 月 19 日、集会を開いて全 4 棟の建て替
えを決議した。2020 年冬までの入居を目指す。三井不動産は 11 月 11 日、建て替えなどにかか
る費用が総額約 390 億円になるとの見通しを発表した。建て替えの他に住民への慰謝料や仮住ま
い費用を含む。
　11 月 28 日、三井不動産は子会社が分譲したマンションの傾斜問題で、施工に関わった三井住
友建設、日立ハイテクノロジーズ、旭化成建材の 3 社に対し総額約 459 億円の損害賠償を求める
訴を東京地裁に起こしたと発表した。12 月 21 日、日立ハイテクノロジーズは三井不動産の訴に
対して争う方針を発表した。
　2016 年 12 月 28 日、業界団体のコンクリートパイル建設技術協会は、16 社で 238 件のくい打
ちデータの改ざんがあったと発表した。国土交通省の指示に基づく調査である。現場でデータが
うまく取れなかったなどの理由でほかのデータを流用していた。調査対象は旭化成建材を除く正
会員の 39 社である *44。
*42　日本経済新聞 2017 年 2 月 8 日。
*43　日本経済新聞 2015 年 10 月 14 日。
*44　日本経済新聞 2016 年 12 月 29 日。
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3　化学及血清療法研究所（化血研）
　化学及血清療法研究所（以下では化血研と呼ぶ）は熊本市にある一般財団法人の医薬品メーカ
ーで 1945 年に設立された。化血研は 2015 年 12 月 2 日に、20 年以上にわたり、虚偽の記録を作
成するなどして、国の承認していない方法で血液製剤を製造していたことを公表した。歴代幹部
は不正を認識しながら放置していた *45。 この会社は薬品メーカーの中で血液製剤の売り上げでは
国内 2 位である。インフルエンザワクチンでも国内シェアの 3 割を占めているが、これについて
も国の承認していない方法で製造していたとして、厚生労働省が一時出荷自粛を要請した。
　農林水産省は、12 月 9 日、化血研が家畜などに使われる動物用の約 30 種類のワクチンも未承
認の方法で製造していたと発表した *46。
　12 月 21 日には、化血研が感染症法で定められた届け出を怠り、ボツリヌス毒素を熊本県内の
事業所間で運搬していたとして、厚生労働省が立ち入り検査を行った。厚生労働省は 2016 年 1
月 8 日に化血研に対し、医薬品医療機器法に基づき 110 日間の業務停止処分を出した。ところが、
製品の 7 割超は代替品がないとの理由で引き続き出荷が認められた。こうして、血液製剤やワク




出荷を認める措置を取っていたが、2018 年 5 月 29 日付けで終了した。これにより全ての血液製
剤の出荷が可能となった *48。





　東亜建設工業は、2016 年 5 月 6 日、羽田空港 C 滑走路の地盤改良工事で、地震発生時の液状
化を防ぐ薬液の注入データを改ざんしながら、設計どおりに完成したと国土交通省に虚偽の報告
をしていたことを公表した。
　工事は関東地方整備局が発注し、2015 年 5 月から 16 年 3 月まで東亜などの協同企業体（JV）
*45　日本経済新聞 2015 年 12 月 3 日。
*46　日本経済新聞 2015 年 12 月 9 日、夕刊。
*47　日本経済新聞 2016 年 1 月 9 日。
*48　化血研は 2018 年上半期に医薬品事業を新会社に譲渡する。明治ホールディングスのグループ会社
が 49% の株式を保有し、残りを熊本県と地元企業の連合体が保有する。日本経済新聞 2017 年 12 月 13 日。
*49　日本経済新聞 2018 年 5 月 31 日夕刊。
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　東亜建設工業は 5 月 13 日、バルーングラウト工法を採用した福岡空港の滑走路と松山、羽田
両空港の誘導路の工事でも改ざんがあったと発表した。これら 3 つの空港の工事では、実際に注
入した薬液が計画の 4 〜 5 割しかなかった。同社は、公共工事 14 件、民間からの受注 26 件で、
同じ工法を採用している *51。
　東亜建設工業は 5 月 20 日、熊本県八代市の八代港の工事を手がけた際に完了後の強度確認試









　神戸製鋼所は、2017 年 10 月 8 日、生産するアルミ製部材について顧客が求める品質基準を満
たしていなかったと発表した。取引契約に違反して品質データを改ざんしていた。
　品質検査に関する証明書を改ざんしていたのは、長府製造所、真岡製造所、大安工場など同社
グループの 4 事業所である。2016 年 9 月から 17 年 8 月末まで強度や寸法などのデータを偽装し
ていた。アルミ・銅事業の年間売上高の約 4% を占める。同社の発表によると、検査データの改




*50　日本経済新聞 2016 年 5 月 7 日。
*51　日本経済新聞 2016 年 5 月 14 日。
*52　日本経済新聞 2016 年 5 月 21 日。
*53　日本経済新聞 2016 年 10 月 29 日。
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　神戸製鋼所は 10 月 13 日に、鉄鋼製品など新たにグループ 9 社で不正を確認したと発表した。









*54　日本経済新聞 2017 年 10 月 9 日。
*55　日本経済新聞 2017 年 10 月 12 日。
*56　日本経済新聞 2017 月 10 日 14 日。
*57　日本経済新聞 2017 年 10 月 17 日。
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　2018 年 3 月 6 日、神戸製鋼所は出荷先が 600 社以上に及ぶとする報告書を公表した。同時に、
川崎博也会長兼社長の引責辞任を発表した。
　同じく 3 月 6 日、神戸製鋼所の子会社である神製ソリューションは、神戸製鋼所が設置した外
部調査委員会の調べで不正が明らかになったと発表した。同社は環境施設などを扱う会社である
が、分析試験部門で水処理で使う薬剤などの試験工程で 3 件のデータ不正が見つかった。担当者
は 2016 年 10 月ごろから 17 年 8 月まで、実際の試験結果とは異なる内容を記載したものを顧客
に提出していた。試験を実施していないのに試験結果を記載した不正も見つかった。この会社は
2013 年にも兵庫県内の水処理施設で排ガス濃度のデータを改ざんする行為が見つかっている *60。





軽微なものにとどまっている。さらに 2018 年 3 月末時点で出荷先の 98% で安全性を検証済みと
*58　日本経済新聞 2017 年 10 月 27 日。
*59　日本経済新聞 2017 年 10 月 15 日、杉本貴司「日本の製造業に綻び」。
*60　日本経済新聞 2018 年 3 月 7 日。
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惹起」とみなされる。いずれも違反すれば 5 年以下の懲役または 500 万円以下の罰金、あるいは
両方の併科である。法人の両罰規定もあり、3 億円以下の罰金である。










　東京地検特捜部と警視庁は 6 月 5 日、不正競争防止法違反の疑いで神戸製鋼所の東京本社（品




　アメリカの司法省も 17 年 10 月に神戸製鋼所のアメリカ子会社に「サピーナ」と呼ばれる罰則
付き召喚状を送付するなど捜査に着手した *63。
6　三菱マテリアル




　社外取締役らで構成する特別調査委員会の中間報告を受け 12 月 28 日に三菱マテリアルの記者
会見が行われた。最終的な報告書は 18 年 2 月以降になるとされた。発表したデータを改ざんし
ていた子会社のうち三菱伸銅は社内調査が終了した。遅くとも 2001 年から改ざんが日常的に行
*61　日本経済新聞 2018 年 4 月 26 日。
*62　日本経済新聞 2018 年 6 月 5 日夕刊。
*63　日本経済新聞 2018 年 6 月 6 日。
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われ、品質保証部長らが主導する形で不正な製品の出荷を続けていた。組織ぐるみの不正を親会
社の三菱マテリアルは 10 月 19 日まで把握できなかったという。
　不正製品の出荷先が多い三菱電線工業（東京千代田区）は、調査報告が 18 年 2 月末にずれ込
む見通しである。同社は 3 月に当時の村田博昭社長がデータ改ざんを把握していたにもかかわら





高の 18% を占めており（1 位は鉄鋼の 38%）、とても非中核事業とは言えない。
　両社は国内素材メーカーの中でも突出して事業規模が広い。顧客に近い事業部に大幅な権限の
委譲を進めたことで、経営側と不正を起こした部門に「壁」ができていた。
　最後に不正を公表した東レは（11 月 28 日）、外部の有識者委員会がすでに対象グループ会社



















検査の未実施が判明し、2017 年 11 月にグループで品質データ改ざんが表面化した後も続けられ
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ていた。航空機やスマホに使うアルミニウムの押し出し材や金属粉を焼き固めた自動車部品が対
象である。
　三菱アルミニウムと立花金属工業は社内調査で問題が発覚した。17 年 12 月に JIS の認証機関
の立ち入りを受けて以降、特別監査を薦めてきた。ダイヤメットは 18 年 1 月の内部通報がきっ
かけだった。ダイヤメットは三菱マテリアルがグループ会社に求めた書面調査で不正を隠蔽して
いた。
　相次ぐ品質不正を受け、経団連は会員企業に不正の有無の調査を要請し、2 月 6 日に調査結果
を発表した。5 社から報告があり、日立製作所はエレベーター 1 万 1699 台が、三菱電機は同 21
台が国土交通省の認定に適合していなかった *66。







　2018 年 3 月 28 日、三菱マテリアルは製品データの改ざん問題でグループ全体の最終報告書を
発表した。最終報告は、三菱アルミニウムと子会社の立花金属工業、自動車部品子会社のダイヤ
メットについてである。自動車部品子会社のダイヤメットでは前社長が不正な製品出荷の隠蔽を
指示し、2018 年 1 月まで出荷が続いたことが発覚した。不正対象の製品を納入した顧客企業は
さらに増加し、グループ 5 社で計 762 社に増えた。
　2018 年 4 月から 3 ヶ月間、矢尾宏会長（4 月 1 日で会長を辞任）と竹内章社長が月額報酬を全





　同社は 2018 年 2 月からグループが持つ約 120 製造拠点で品質監査を実施している。既に 91 拠
点の監査が終了し、一部でデータ改ざんが確認されているが、竹内社長は「既に解決された事案」
として公表しなかった *68。
　しかし、三菱マテリアルの改ざんは再び発覚する。三菱マテリアルは、2018 年 5 月 10 日、5
月に終了した臨時品質監査で新たなデータ改ざん不正が子会社で見つかったと発表した。3 月に
*66　日本経済新聞 2018 年 2 月 9 日。
*67　日本経済新聞 2018 年 2 月 21 日。
*68　日本経済新聞 2018 年 3 月 29 日。
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　これまでは子会社 5 社で品質データ改ざんなどの不正を起こし、延べ 800 社以上に問題製品を
出荷していたことが分かっていた。2018 年の 3 月末に子会社の不正の原因究明や再発防止策を
公表したが、本体や他のグループ会社の不正調査は続いていた。その調査が 5 月 8 日に完了した
という。竹内章社長や主要幹部は続投する。小野副社長は「安全性の確認が終わっている」とし
て、出荷先の企業数など詳細への言及を避けた *69。
　6 月 8 日、本体の三菱マテリアルの直島精錬所（香川県直島町）でも不正が発覚する。一部製
品の JIS 認証が取り消された。銅精錬の副産物であるコンクリート用の骨材で、JIS 規格から外
れた製品を規格内として試験成績書に記載していた。2 回するべき製品試験も 1 回しかしていな
かった。












　東レは 17 年 11 月 28 日、子会社の東レハイブリッドコード（THC、愛知県西尾市）で製品デ
ータを改ざんする不正があったと発表した。2016 年 7 月に不正を把握していたが、開示してい
なかった。データを改ざんしていたのは「タイヤコード」といわれる自動車用タイヤの繊維製補
強材や、自動車用ホース・ベルトの 3 品目の補強材である。2008 年 4 月〜 16 年 7 月まで 149 件、
約 400 トンについて品質検査のデータを書き換えていた。製品は自動車関連メーカーなど国内外
の約 13 社に供給していた。
　THC では 16 年 7 月にアンケートを実施し、その際にデータを改ざんしていたことが判明した。
2008 年から歴代品質保証室長 2 人が検査工程で、タイヤコードなどの強さを示す「強力」が 258
*69　日本経済新聞 2018 年 5 月 11 日。
*70　日本経済新聞 2018 年 6 月 12 日。
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　2017 年 11 月 29 日の日経新聞は、同じ素材業界の三菱ケミカルホールディングスの越智仁社











　2017 年 12 月 11 日、小倉駅に着いた JR 西日本の博多発東京行き「のぞみ 34 号」から焦げた
臭いが立ちこめた。しかし、のぞみ 34 号はそのまま運行を続け、約 3 時間後に名古屋駅で運転
をうち切った。台車枠に亀裂が見つかったためである。亀裂は底面に 16cm、両側面に約 14cm
もあり破断寸前であった。新大阪駅で JR 西から JR 東海に引き継ぐ際、車両保守担当が点検し
たが、支障はないと伝達していた。運輸安全委員会は新幹線初の重大インシデントであると認定
した。





られた台車枠は JR 西と JR 東海に計 162 台納入された。
　現場では台車枠の鋼材を削ることは原則禁止されていたが、溶接部に関しては厚さ 0.5mm 分
*71　日本経済新聞 2017 年 11 月 28 日夕刊。
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　JR 東海は交換対象となった川崎重工業の台車を JR 東海の子会社の日本車輌製造に切り替える














17 年 12 月まで問題が発覚しなかった。





　旭硝子（現在は AGC）は 2018 年 1 月 10 日、子会社の「AGC テクノグラス」（静岡県吉田町）
が一部の製品について、顧客と取り決めた品質検査を行わずに出荷していたと明らかにした。実
験器具の「遠沈管」で、主な販売先は大学や研究機関である。2015 年 2 月から検査に必要な試
薬が入手できなくなったが、偽りの品質保証書を発行して出荷を続けていたという。
*72　日本経済新聞 2018 年 3 月 2 日。
*73　 日本経済新聞 2018 年 3 月 14 日夕刊
*74　日本経済新聞 2018 年 3 月 18 日 ( 牛山和也執筆 )。
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　遠沈管は遠心分離器で物質を分離するのに使う。一部の顧客には管内部に特定酵素が混入して
いないかを検査し、品質保証書を発行してきた。15 年 2 月にそれまで利用してきた高精度な試
薬が手に入らなくなったが、検査担当者が従前通りの証明書を発行し続けた。
　17 年 12 月上旬に通常の担当者が不在となった際、別の検査員が不正を発見した。22 日から顧
客への説明を始め､ 27 日には AGC テクノグラスのホームページで公表した *75。
10　宇部興産
　2018 年 2 月 23 日、宇部興産はグループ会社の宇部丸善ポリエチレン（UMP、東京港区）が
一部製品について、顧客と取り決めた品質検査を行わずに出荷していたと発表した。主に電気や
通信のケーブルを覆う材料となる汎用樹脂の「低密度ポリエチレン製品」の検査で不正があった。
売上高では UMP の全体の 7% にあたる。全部で 75 項目ある品質検査のうち、強度など 16 項目




ったという。不正は 17 年 12 月 11 日に発覚し、内部調査を経て、12 月 25 日に概要を把握した。
現時点で法令違反や品質に問題はないとする *76。
　5 月 29 日、宇部興産は子会社が手掛けている生コンクリートで、JIS 認証の取得時に取り決め
た産地と異なる産地の材料を使用していたと発表した。不正は 2006 年に始まり、18 年 4 月まで





クリート工業は 17 年 11 月に高知県産の混入を認識したが 18 年 4 月まで使い続けていた *77。
　6 月 7 日、宇部興産は汎用樹脂などの品質不正問題で調査報告書を公表した。新たに 22 製品
で不正が見つかったとし、いままでの発表と合わせると合計でグループ 6 社がつくる 24 製品と
なった。不正は 1970 年代から始まっていた。24 製品の納入先は 113 社である。山本社長は「こ
こまで広がるとは想定していなかった。品質保証への意識が経営陣の間で低かった。反省してい
る」と謝罪した *78。
*75　日本経済新聞 2018 年 1 月 11 日。
*76　日本経済新聞 2018 年 2 月 24 日。
*77　日本経済新聞 2018 年 5 月 30 日。
*78　日本経済新聞 2018 年 6 月 8 日。
企業における技術情報の管理
公共政策　大島
− 85 −− 84 −
11　日本ガイシ
　日本ガイシ（名古屋市）は 2018 年 5 月 23 日に製品検査の一部で不正があったと発表した。送
電線を絶縁しながら固定する器具「碍子」などについて、顧客の求める検査を契約で決められた
手順に従って実施していなかった。




























*79　日本経済新聞 2018 年 5 月 24 日。
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　レオパレス 21 は、2011 年に元オーナーから起こされた訴訟で、物件に界壁がないことを指摘
されており、同社は違法性がないと主張していた。この裁判は 2013 年に和解している *81。2017
年 8 月には修繕費をめぐってオーナーから提訴され、オーナーとのトラブルが表面化している。
　スルガ銀行は，投資用不動産に関する不適切融資で，18 年 10 月 5 日に金融庁から新規融資を
対象に 6 ヶ月間の業務停止命令を受けた。
13　その他
　2018 年 1 月 19 日、ヤマハ発動機は国内で販売する 2 輪車 9 モデルについてカタログ燃費値に
誤りがあったと発表した（日経 18 年 1 月 20 日）。




ていたことを 2017 年 11 月に発表していた。
　調査の結果、119 社に計約 13 億 3300 万個を出荷していたことが判明した。照明用 LED 部品
の寿命予測では、開発段階で実際に測定していたのは 1000 時間の試験のデータであったのに、
リポートには 6000 時間と書かれていた（日経 18 年 2 月 10 日）。
*80　日本経済新聞 2018 年 5 月 31 日。
*81　日本経済新聞 2018 年 5 月 30 日。
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4　行政の対応
　経済産業省は、18 年 1 月 10 日、日本工業規格（JIS）のあり方を検討する審議会を開き、工









JIS の制定、改正の迅速化、③ JIS マークによる企業間取引の信頼性の確保、④官民の国際標準
化活動の促進を図る、としている。しかし、現時点での重点が③にあることは間違いなく、今回
の改正では、違反に対する罰則の強化が図られた。
　認証を受けずに JIS マークの表示を行った法人等に対する罰金刑の上限を現在の 100 倍にあた
る最大 1 億円に引き上げることになった *82。ただし、これでもアメリカの課徴金と比べるとかな
り見劣りがする。これは、日本農林規格（JAS）など同様の品質保障制度で違反した場合の罰金














*82　http://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun/JISho.html、2018 年 6 月 30 日閲覧。
*83　日本経済新聞 2018 年 1 月 11 日。
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（2018 年 7 月 10 日受理）
（おおしま　かずお　公共政策学部　名誉教授）
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